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第 5回戦略・漁業管理作業部会 

2018年 3月 6 - 8日 

オーストラリア・キャンベラ 

 

議題項目 1. 開会 

1.1. 歓迎の辞及び参加者の紹介 

1. イアン・トンプソン氏（オーストラリア）が第 5回戦略・漁業管理作業

部会（SFMWG）会合の議長を務めることが確認された。トンプソン氏

は、オーストラリアへの訪問及び本会合への参加について、参加者を歓

迎した。 

2. メンバーは会合へのそれぞれの代表団を紹介した。会合の参加者リスト

は別紙 1のとおりである。 

 

1.2. 議題の採択 

3. 議題は別紙 2のとおり採択された。 

4. 会合の文書リストは別紙 3のとおりである。 

 

1.3. 会議運営上の説明 

5. 事務局長は、会議運営上のアレンジメントについて説明した。 

 

議題項目 2. 新たな管理方式の望ましい挙動及び仕様に関する検討 

6. オペレーティング・モデル及び管理方式に関する技術会合の議長である

アナ・パルマ博士は、著者を代表して、「SBTの新たな管理方式の開発
における望ましい挙動及び仕様」に関する文書 CCSBT-SFM/1803/04を説

明した。パルマ博士のプレゼンテーションでは、CCSBTにおける現行の

管理方式（MP）に関する背景情報を提示するとともに、今なぜ CCSBT

において新たなMPが必要となっているのかを説明し、CCSBTの新たな

候補管理方式（CMP）の開発に当たって SFMWGにどのような助言を求

めているのかについて概説した。 

7. パルマ博士は、本会合で示される指針は CMP試験の第一ラウンドの際に

利用される予定であり、管理目標の最終的な選択や、最終的なMPの特

性の決定を行うものではないと述べた。 

8. さらに、SFMWGによって提示される助言は、 拡大委員会が望む可能性

がある管理目標のレンジを網羅するものとすべきであることが留意され

た。これはすなわち、そのレンジの範囲内での様々な管理目標に対して



 

参考となる結果を示し得るということであり、CCSBT 25において ECが

その管理目標を改良することを可能とするということを意味する。 

 

2.1. 管理目標に関する最初の議論 

9. 大部分のメンバーは、「産卵親魚資源量を、最大持続生産量（MSY）を

生産する資源量水準以上とする」ことを SBT漁業に関する長期目標とす

べきとの見解であった。また一部のメンバーは、MSYとは一定のもので

はなく、管理上の観点からは、初期産卵親魚資源量の特定のパーセンテ

ージとして固定する方がより実際的な目標と考えられると述べた。この

パーセンテージは、SSBMSY／SSB0の比率の平均として表すことができ

る。 

10. メンバーは、初期産卵親魚資源量（SSB0）の 20 % という現行の暫定再建

目標が達成された後、2035年以降に資源量がこの水準を下回ることはな

いという可能性が非常に高いことに合意した。 

11. 精力的な議論を経て、会合は、CMP試験の第一ラウンドに用いる以下の

目標に合意した。 

• 資源量水準は、SSB0の 0.25、0.30、0.35及び 0.4としてチューニング

を行う。 

• CMPは、チューニングを行う資源量水準を 50 % の確率で達成するよ

うに調整される。 

• CMPのチューニング上の達成期間は 2035年までとするが、期間が短

すぎたり、初期の結果が計算上不安定又は不適切であるような場合

は、資源予測が 2045年まで延長されることを踏まえ、オペレーティン

グ・モデル及び管理方式（OMMP）に関する技術会合として、達成期

間を 5年又は必要な期間まで増加させることとする。 

• 全ての CMPは、2035年までに SSB0の 20 % の水準を少なくとも 70 % 

の確率で達成するという現行の目標を達成すべきである。 

12. CMP試験を目的として上記の目標に合意するに当たり、計算上の実務面

について、OMMPが探求するオプションの数を限定する必要性が認識さ

れた。その結果として、各オプションについて一つの優先軸（目標チュ

ーニング資源量水準）を変動させ、他二つの主要軸（資源量水準の達成

確率及び達成期間）については一つの値の固定することが合意された。

オプションに高いチューニング資源量水準を含めることにより、チュー

ニングで用いた（固定の）達成確率よりも高い確率を設定した場合の結

果についても推測が可能となる。同様に、特定の達成期間について資源

予測が提示された後に、より短い（又はより長い）達成期間における達

成確率についても推測できるものと考えられる。このことにより、MP試

験の第二ラウンドにおいて特定及び評価されるオプションのレンジを絞

り込むことが可能となる。 



 

13. さらに、目標資源量に達した後の CMPの挙動を精査することができるよ

うにするための診断ツールとして、資源予測は 2035年以降の 10年間ま

で実施すべきことが合意された。 

 

2.2. 新たなパラメータ、望ましい特性及びパフォーマンス評価に関する
検討 

14. 会合は、文書 CCSBT-SFM/1803/04において提示されたパフォーマンス統

計について検討した。ECはこれらのパフォーマンス統計全てについて検

討する必要はないこと、及び専門家がこれらの統計を詳細に精査し、EC

に対して提示すべき最も関連性の高い統計を選択することが留意され

た。 

15. 漁獲量のパフォーマンス評価に関して、会合は、漁獲量の平滑さ（年ご

との漁獲量の変動が平均的に小さいこと）、及び TAC増加後に大幅な

TAC減少が求められる状況の回避が特に重要であることに合意した。 

16. 文書 CCSBT-SFM/1803/04の 17ページ及び 18ページに列記されたパフォ

ーマンス測定について、全般的な合意があった。しかしながら、「SSB

パフォーマンス」統計にいくらかの変更がなされ、SSBパフォーマンス

統計を以下のとおりとすることが合意された。 

• SSB0に対する、中期的な産卵親魚資源量 

• 現在の資源量に対する、短期的及び中期的な産卵親魚資源量 

• 現在の資源量に対する、産卵親魚資源量の最小値 

• チューニング年において現在の資源量を上回る計算の割合 

• SSBのパーセンタイル下限（10番目）は継続的に増加（2013－2035年

における減少はなし） 

• t年（例えば 10年間）における SSBのパーセンタイルの下限（10番

目） 

• 2035年までの暫定再建目標（すなわち 2035年までに 0.2 SSB0を上回

る再建軌道が少なくとも 70 % の確率で計算されること）の達成確率 

• 2035年以降のいずれかの年において 0.2 SSB0を下回る確率 

• 計算の結果、70 % の確率で 0.2 SSB0への到達が計算される年 

• SSBMSYに到達する年の中央値 

• 2035年以降の 10年間で SSBMSYを上回る確率 

 

2.3. 既存の仕様及び特性のレビュー 

17. 会合は、現行のMPで採用されている 3年間のクオータブロックを維持

するという文書 CCSBT-SFM/1803/04の提案に合意した。 

18. また会合は、新たなMPによる最初の TAC決定が 2020年 10月に行われ

ること、またその決定は 2021年、2022年及び 2023年漁期の TACを提示

するものとなることに合意した。2020年 10月 1日及び 2020年 12月 1日



 

からそれぞれの漁期が開始されるニュージーランドとオーストラリアの

両国にとっては、TAC決定の遅れが、特に TACの削減を求める決定が為

された場合に重大な問題となることが認識された。新たなMPによる 2

回目以降の TAC勧告においては、TAC勧告と当該 TACの実施との間に

追加的に 1年間のギャップが置かれるため、この問題は生じない。例え

ば、新たなMPが 2024年から 2026年までの TACを勧告するのは 2022年

となる。 

19. バリ方式のMP試験の一環として、最大の TAC変更幅を 3,000トン又は

5,000トンとした場合の影響が調査されたことが留意された。その結果

は、2011年の拡大科学委員会（ESC）会合報告書別紙 9の表 2のとおり

である。これらの試験結果は、2期連続又は 4期連続の TAC増加の後に

TACが減少する頻度は、3,000トンを最大変更幅とした場合よりも、

5,000トンを最大幅とした場合の方が高くなることを示唆した。 

20. CMPの挙動と、特に連続的な TAC増加の後に TACが減少する頻度

（2011年 ESC報告書別紙 9の表 2）について探求するため、現行のデフ

ォルトである最大変更幅 3,000トンに加えて、最大 TAC変更幅の様々な

制限について精査したいとの希望があった。まず最初に 2,000トン、

3,000トン及び 4,000トンの最大 TAC変更幅について精査し、その結果が

それぞれを比較するに十分な差異を示さなかった場合には、いくつかの

シナリオに対して最大 TAC変更幅を 5,000トンとする設定を追加する予

定である。試験の第一ラウンドに含めるシナリオの総数を管理するため

には、必ずしも、最大 TAC変更幅の各水準が再建チューニングクライテ

リアの全レベルに組み合わせて適用される必要はないと考えられる。

OMMP作業部会は、この第一ラウンドにおいて、最大 TAC変更幅の各水

準について試験するために適当なシナリオを判断する予定である。 

 

2.4. 考え得るリスクに関する検討 

21. オーストラリアは、SBT 2歳魚の加入量を推定するためのパイロット遺

伝子標識放流プロジェクトが現在進行中であると説明した。同プロジェ

クトによる最初の推定資源量は、2018年前半の CCSBT科学データ交換

において利用可能となる予定である。本研究から得られた予備的な結果

は、この作業に先立って行われた設計研究において想定された結果と一

貫している。 

22. 事務局及びメンバーは、パイロット遺伝子標識放流プロジェクトに対す

るオーストラリアの財政支援、2017年及び 2018年の長期的遺伝子標識放

流プロジェクトに対する欧州連合による財政支援、及びこれらに対する

CSIROの共同出資、プロジェクトに参画している業界 3社による協力に

対して多大なる感謝を表した。  

23. 新たなMPの開発において考え得るリスクの一つは、遺伝子標識放流調

査によって適切な推定値が提供されるかどうかであることが認識され

た。 



 

24. CSIROの科学者及びオーストラリアは以下を確認した。 

• パイロット遺伝子標識放流プロジェクトは、現在までのところ成功を

収めており、大規模な組織生検及び遺伝子の処理に伴うロジスティク

スが実施可能であることは実証されている。 

• 必要なデータが収集されないというリスクはないようである。 

• 遺伝子標識放流による資源量の推定手法は、SBTへの標識装着数が不

十分であっても、目標とする変動係数を達成できるよう、収穫時に追

加的な SBTサンプルを収集することが可能であるため、航空目視調査

に比べていくらかのメリットがある。 

• 将来において、推定資源量の計算を妨げる問題が生じるいくらかのリ

スクは常にある。 

• 新たなMPへのソースデータにデータ点の欠落があった場合は、例外

的状況が発動される。 

• こうした状況が発生した場合、採るべき対応を決定するためのメタル

ールプロセスに従うこととなるが、一つのデータ点の欠落が、TAC勧

告を行うためにMPを用いることの妨げとはならない可能性が高い。 

25. ニュージーランドは、リスクを低減するための一つの戦略は可能な限り

速やかに資源を再建することであり、資源規模が大きくなればリスクは

低くなると述べた。 

26. 日本は、遺伝子標識放流データを取り入れた結果としてオペレーティン

グ・モデルが当てはまらなくなるリスクがあるのかどうかについて質問

した。科学諮問パネルは、遺伝子標識放流データがモデルを不安定にす

ることは想定されないので、そうした状況が起こる可能性は低いことを

確認した。科学諮問パネルは、ESCが、SBTのほとんどは産卵可能とな

る前に収獲されることから頑健かつ漁業とは独立した加入量の推定値が

必要であると強く勧告していることを指摘した。 

27. CSIROは、遺伝子標識放流はオペレーティング・モデルによる直近の推

定加入量と一貫した加入資源量の推定値を生成するというのが当初の示

唆であったと述べた。しかしながら、遺伝子標識が装着されたタイムシ

リーズの推定値がはえ縄 CPUEとの比較に利用可能となるまでには、さ

らに数年を要する。 

28. また CSIROは、他の新データセット（近縁遺伝子データ）がオペレーテ

ィング・モデルに取り入れられており、また CMPでの利用向けにも利用

可能であると述べた。近縁遺伝子データの利用可能性に伴って考え得る

リスクは、他のタイムシリーズに伴うリスクと同様である。 

29. ESCは、ESCが特定したリスクとそれらに対応するために考え得る最良

のオプションについて、ECに対して引き続き助言を行うべきであること

が合意された。 

 

 



 

MPの開発 

30. 議長は、代替的な CMPの開発を検討しているメンバーがあるかどうかを

質問した。オーストラリア及び日本の両国は、CMPの開発を検討してい

ると述べた。 

31. 科学諮問パネルは、他のメンバーに対し、CMPの開発プロセスに参加す

るよう奨励するとともに、科学諮問パネルがプロセスの最初から参加す

ることができるよう、関心を有するメンバーはパネルに対してできるだ

け速やかに連絡するよう要請した。こうした共同作業は、メンバー横断

的に技術面でのキャパシティを高める素晴らしい機会である。 

32. 科学諮問パネルは、OMMP技術会合が 2018年 6月 18－22日にシアトル

で開催予定であることを確認した。参加者は、それぞれの CMPを会合に

持ち込むか、又は他メンバーから提出された CMPに対するフィードバッ

クを提供することができることが明確化された。 

 

2.5. CCSBT漁業管理計画 

33. 議長は、以前にニュージーランドが CCSBTの漁業管理計画（FMP）案の

作成を申し出ていたものの、CCSBT 24においては FMPの策定に強い支

持がなかったことを指摘しつつ、本議題項目について紹介した。この議

題項目は、近い将来において FMPを策定したいとの意思があるのかどう

かを確認すべく、欧州連合によって議題に追加されたものであった。 

34. CCSBTの漁業管理に関する統合的な情報を FMPとして統合することは

有益と考えられるものの、現時点では優先度の高い事項ではないとする

コンセンサスがあった。FMPの策定については、さらなるリソースが利

用可能となるまで、又は FMPが必要とされるような水準まで CCSBTの

管理取決めが複雑化するまでは保留できるものとされた。 

35. ニュージーランドは、新たなMPを開発する作業が進行中であり、また

これから検討する国別配分量及び ERS戦略など、あらゆることが FMPに

影響を与えることから、FMPの策定を先送りすることにはいくらかのメ

リットがあると述べた。 

 

議題項目 3. 将来的な漁獲枠配分モデル（特に新メンバーに関する配分

方法）のレビュー 

36. ニュージーランドは、将来における新メンバーへの国別配分に関する詳

細なメカニズムの策定に関する文書 CCSBT-SFM/1803/05を説明した。ニ

ュージーランドは、非メンバー国が漁獲実績を積み上げ、またそうした

実績に基づいて国別配分量を要求してくるリスクがあること、及び事前

に配分ルールを策定しておくことができれば新規加盟国に関するリスク

を軽減でき、また大きな確実性を与えることができることを述べた。ま

たニュージーランドは、将来的に TACが増加されるならば、CCSBTと

して新規加盟国について検討するよい機会であると述べた。ニュージー



 

ランドは、CCSBTに対し、将来における新メンバーへの国別配分につい

て、受動的にではなく能動的に対処すべきであると提案した。 

37. CCSBTが TACの国別配分に適用する詳細な配分ルールを事前に策定す

ることについてのコンセンサスはなかった。他のメンバーの見解は以下

のようなものであった。 

• 新たなメンバー／協力的非加盟国（CNM）に対する国別配分量につい

てはケースバイケースで検討すべきであり、また新メンバー／CNM

は、同国が漁業に参加するというコミットメントを明らかにする必要

がある。 

• 新たな国別配分は、余剰の漁獲枠が利用可能である場合（例えば TAC

が増加する際）にのみ行われるべきであり、既存のメンバーの国別配

分量の削減によって行われるべきではない。 

• 新たなメンバー／CNMに備えるためのクオータの留保枠を設けること

は、漁業に参加する関心は有しないのに留保されているクオータを得

ることのみを目的として CCSBTに参加するという悪い意味でのインセ

ンティブを生み出す可能性があることから、望ましいこととは考えら

れない。 

• 現行のクオータブロックの期間内に新たな国別配分を提供する必要性

は認識されないものの、現在 SBTを漁獲している可能性がある国が特

定された場合には、将来的に国別配分を要望することが可能と考えら

れる。 

• クオータの留保枠に関しては、次回の TAC決定が予定されている

2020年に検討することができる。 

38. さらに、欧州連合は、EUとしてかなりの期間において漁業に参加してき

ており、また科学に対して貢献してきたのであるから、新メンバーが欧

州連合よりも高い国別配分量を認められることは受け入れられず、もし

そうする必要があるのであれば EUの国別配分量もそれに応じて増加さ

せることを望むと述べた。 

 

議題項目 4. 生態学的関連種に関する CCSBTのプロセス 

4.1. ERSに関する CCSBTのビジョンにかかる検討 

39. オーストラリアは、生態学的関連種に関する CCSBTのビジョンについて

検討した文書 CCSBT-SFM/1803/06 (Rev.1) を説明した。 

40. 大部分のメンバーは、ERSWGが効果的でなかったことに合意した。 

41. メンバーは、CCSBT条約は ERSに関する措置を可決する権限を与えてい

るのかどうかについて議論した。本件についてコンセンサスには達しな

かったが、CCSBTは（その条約上は）ICCAT及び IOTCと同様の状況に

あること、及びそれらの両 RFMOは ERSに関する措置（例えば海鳥混獲

緩和措置）も採択していることが留意された。また、SBT漁業は



 

ICCAT、IOTC及びWCPFCの条約水域において行われること、及びこれ

らの RFMOは ERSに関する措置を採択しており、これら RFMOのメン

バーとなっている CCSBTメンバーはそれぞれの措置を遵守する義務を負

っていることを踏まえつつ、CCSBTが混獲緩和措置を採択する必要性に

ついても検討された。この点についてもコンセンサスには至らなかっ

た。 

42. 二つのメンバーは、SBT船団が海鳥に対して認識すべき大きなリスクを

もたらしているのであるから、他のまぐろ類 RFMOの措置への追加的な

措置を検討することが重要であるとした。さらに、これらのうち一つの

メンバーは、SBT漁業に関連する ERS問題については CCSBTの中で検

討することが適当であると指摘した。 

43. 別のメンバーは、他の RFMOは、ACAP及びバードライフ・インターナ

ショナルの海鳥専門家の協力を得て既にそうしたリスクについて検討

し、関連措置を導入しているのであり、またこうした問題は関連海域を

管轄する RFMOの場において引き続き検討されていくはずであるとし

た。  

44. 会合は、他のまぐろ類 RFMOと努力を重複させることなく CCSBTメン

バーに対して法的拘束力のある ERS措置を実施する一つの方法として、

CCSBTメンバーに対して関連するまぐろ類 RFMOの ERS措置に従うこ

とを義務付ける CCSBT決議の創設が考えられることに合意した。

CCSBT 25における検討に向けて、欧州連合及びニュージーランドがこの

ような提案を作成することが合意された。日本は、この提案について前

向きに検討していく考えであるが、日本の最終的なポジションは法的な

精査を含む国内協議の結果次第であると述べた。 

 

4.2. 生態学的関連種作業部会（ERSWG）の付託事項（役割及び権限の範
囲）及び優先課題のレビュー 

45. 事務局は、生態学的関連種作業部会（ERSWG）の付託事項（ToR）の改

正案を提示した文書 CCSBT-SFM/1803/07を説明した。 

46. ToR改正案の検討では、ERSWGによって維持されるべき「関連種」のリ

ストに関する提案、改正 ToRでは現在の ERSWGの参加者とは別のスキ

ルセットを有する参加者を求めるかどうか、漁業管理に対する生態系ベ

ースのアプローチを ToRに追加すべきかどうかが焦点となった。会合は

これらに関してコンセンサスには達しなかったため、その代わりに、技

術的修正に限定した ToR改正案を勧告することに合意した。勧告された

ToRの技術的修正は別紙 4のとおりである。 

47. さらに、メンバーがこの勧告 ToR改正案へのさらなる修正を提案するこ

とができるように事務局からメンバーに対して別紙 4の ToRを回章する

こと、及び事務局から CCSBT 25に対し、メンバーから提出された修正

案を取りまとめた文書を提出することが合意された。 



 

48. ERSWGの当初の ToRのパラグラフ 1が意味するところについて相当の

議論があった。この部分は ERSWGが実際は ESCの補助機関であること

を意味しているのか、又は、ERSWGは ESCに対してコメントを行う機

会を設けるために ESCに報告書を提供した上で ECに対して報告を行う

との意味であるのかについて、その解釈の合意には至らなかった。これ

までの CCSBTの運用では、ERSWGは ECに対して直接報告を行ってい

る（また、ESCに対して ERSWG報告書へのコメントを行う機会を提供

している）。一部のメンバーは、CCSBTにおいては、他のまぐろ類

RFMOでの運用、すなわち ERS問題を扱う作業部会は科学委員会に報告

した上で、その後に（科学委員会が）委員会に報告するという運用に従

うべきであるとした。過去の運用が正しかったのかどうかについての合

意はなかった。別紙 4の ToR改正案では、本件については当初の ToRと

同様の曖昧さが残されており、これの解決のためにはさらなる検討が必

要である。 

 

4.3. ERS勧告の実施状況のレビュー 

49. 事務局は文書 CCSBT-SFM/1803/08を紹介した。ECは、CCSBT 24におい

て、事務局が ERS勧告の実施状況に関する机上レビューを実施するこ

と、またこれにはメンバーが記入する質問書の送付を含むことができる

ことに合意した。また CCSBT 24は、事務局に対し、CCを通じて ECに

これを示すべく、質問書に対する回答結果をとりまとめるよう要請し

た。この議題項目では、質問書がメンバーによる回答を求めて配布され

る前に、メンバーからこれに対するコメントを行う機会を提供した。 

50. 会合は、質問書がメンバーによる回答を求めて配布される前に、以下の

修正を施すことに合意した。 

• 法的拘束力のないまぐろ類 RFMOの要件（例えば「すべきである」、

又は「可能な場合は・・・するものとする」といった文言の要件）に

ついては灰色表記とし、これら法的拘束力のない要件に関する回答の

提出については任意とする。 

• 質問書第 2セクションの「要件の実施日」は削除する。 

• 要件の実施に関するメンバーの国内文書に関する情報の提供は、本質

問書では要請しない。 

51. 要件の遵守状況を検討する必要性に関して、いくつかの強い見解が表明

された。しかしながら、要件の遵守状況に関する推定パーセンテージ、

遵守状況の推定値に関する自信の度合い、又は関連する RFMOによる遵

守状況の評価結果に関する第 2セクションの質問を保持することについ

てはコンセンサスがなかった。よって、これらの質問は質問書には含ま

れない。 

52. 会合は、質問書は毎年ベースで実施されるべきものではないこと、また

本件は一度限り、又は不定期の調査のいずれかとされるべきであること

に合意した。 



 

議題項目 5. 遵守委員会の形式及び機能に関するレビュー 

53. ニュージーランドは本件について紹介し、メンバーに対し、現在の遵守

委員会会合のアレンジメントがそのニーズを適切に満たしているのかど

うか、また将来的にはより大きなメリットにつながるような代替的なア

レンジメントがあり得るかどうかを検討するよう要請した。 

54. ニュージーランドは、現状のアレンジメントにおける二つの主な課題を

述べた。 

• 遵守委員会への参加者は、多くの場合、拡大委員会への参加者の一部

で構成されており、それ故に、遵守に特化した担当者が出席すること

が滅多にない。 

• 合同オペレーション／取締りのロジといった、より実務的な作業の調

整を行う機会を逸している。 

55. ニュージーランドは、措置の遵守状況の評価（現状行われているもの）

といった一部のコンポーネントについては引き続き EC会合直前の遵守委

員会会合に残しておくことは有益であるが、より専門的な遵守事項につ

いて検討するための専門家による遵守小作業部会を別の機会に招集する

ことも有益と考えられると提案した。 

56. 他のメンバーは、遵守委員会は効果的に機能していると指摘するととも

に、ロジ上、及び予算上の制約から現状の会合のアレンジメントを維持

するのが望ましいと表明した。 

57. 遵守委員会議長は、未考慮死亡量の推定、リスク分野に関連する新技

術、又は eCDSの開発といった特定の課題を検討するため、専門家によ

る遵守ワークショップを臨時に開催することは有益と考えられると提言

した。 

58. メンバーは、遵守委員会会合を ECの開催日から引き離すことについては

合意しなかったが、必要に応じて専門家遵守作業部会を臨時開催するこ

とについては支持した。 

59. ニュージーランドは、CC 13及び CCSBT 25においてメンバーが検討する

ことができるよう、臨時の専門家遵守会合に関する提案を作成する予定

であり、こうした提案により究極的には遵守委員会の技術面での負担を

軽減できる可能性があると述べた。 

 

議題項目 6. その他の事項 

60. その他の事項はなかった。 

 

 

 

 



 

議題項目 7. まとめ 

7.1.   会合報告書の採択 

61. 報告書が採択された。 

 

7.2.   閉会 

62. 会合は、2018年 3月 8日午前 11時 54分に閉会した。 

  



 

別紙リスト 

 

別紙 

1. 参加者リスト 

2. 議題 

3. 文書リスト  

4. 生態学的関連種（ESC）作業部会付託事項改正案 
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議題 

第 5回戦略・漁業管理作業部会会合 

2018年 3月 6 - 9日 

オーストラリア、キャンベラ 

 

1.  開会 

1.1 歓迎の辞及び参加者の紹介  

1.2 議題の採択 

1.3 会議運営上の説明 
 

2. 新たな管理方式の望ましい挙動及び仕様に関する検討 

2.1 管理目標に関する最初の議論 

2.2 新たなパラメータ、望ましい特性及びパフォーマンス評価に関する 

検討 

2.3 既存の仕様及び特性のレビュー 

2.4 考え得るリスクに関する検討 

2.5 CCSBT漁業管理計画 

 

3. 将来的な漁獲枠配分モデル（特に新メンバーに関する配分方法）の   

レビュー 

 

4. 生態学的関連種に関する CCSBTのプロセス 

4.1 ERSに関する CCSBTのビジョンにかかる検討  

4.2 生態学的関連種作業部会（ERSWG）の付託事項（役割及び権限の 

範囲）及び優先課題のレビュー 

4.3 ERS勧告の実施状況のレビュー 

 

5. 遵守委員会の形式及び機能に関するレビュー 
 

6. その他の事項 
 

7. まとめ 

7.1 報告書の採択 

7.2 閉会 
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文書リスト 

第 5回戦略・漁業管理作業部会会合 

（SFMWG 5） 

 

(CCSBT-SFM/1803/) 

1. Provisional Agenda 

2. List of Participants 

3. List of Documents 

4. Desirable Behaviour and Specifications for the Development of a New 

Management Procedure for SBT. Campbell Davies, Ann Preece, Richard Hillary 

and Ana Parma (SFMWG Agenda Item 2) 

5. (New Zealand) Review of Future Allocation Model – New Members (SFMWG 

Agenda Item 3) 

6. (Australia) Consideration of the CCSBT’s vision in relation to Ecologically 

Related Species (Rev.1) (SFMWG Agenda Item 4.1) 

7. (Secretariat) Terms of reference of the Ecologically Related Species Working 

Group (ERSWG) (SFMWG Agenda Item 4.2) 

8. (Secretariat) Review of the implementation of the Recommendation on ERS 

(SFMWG Agenda Item 4.3) 

 

 (CCSBT-SFM/1803/Rep) 

1. Report of the Twenty Fourth Annual Meeting of the Commission (October 2017) 

2. Report of the Twelfth Meeting of the Compliance Committee (October 2017) 

3. Report of the Twenty Second Meeting of the Scientific Committee (September 

2017) 

4. Report of the Eighth Operating Model and Management Procedure Technical 

Meeting (June 2017) 

5. Report of the Twelfth Meeting of the Ecologically Related Species Working 

Group (March 2017) 
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生態学的関連種作業部会の付託事項 

 

 

(第２回年次会合（1995年 9月 12-15日）で採択) 

（第 25回年次会合（2018年 10月）で改正） 

 

 

 

 

  



生態学的関連種（ERS）作業部会 

付託事項 

 

1. 生態学的関連種作業部会（ERSWG）は、拡大科学委員会を経由して、拡

大委員会に対し報告する。拡大科学委員会は、ERSWG生態学的関連種作

業部会の報告書について拡大委員会に対しコメント（助言及び勧告を含

む。）を提出することができる。 

 

2. みなみまぐろ（SBT）と関連を有する種（生態学的関連種）に関する問題

について、特に以下に関係する情報及び助言を提供すること。 

a) SBT漁業の操業により影響を受ける可能性のある種（魚類及び非魚

類双方） 

b) SBTの資源状態に影響を与える可能性のあるSBTを補食する生物及

びSBTのえさとなる生物 

 

3. (a) 上記 2 a) で特定された種については、傾向をモニターし、現存する

情報 及び関係調査をレビューすることとし、これには以下についての研究

を含むが、これらに限られない。 

(i) 生態学的関連種の資源生物学 

(ii) 生態学的関連種の資源に影響を与える要因の特定 

(iii) 生態学的関連種に対するSBT及びその他の漁業が与える影響、並

びに影響全体に対するSBT及びその他の漁業の影響の比率の評価 

(iv) 生態学的関連種に対する影響を最小化するためのSBT漁業の漁具

及び操業上の観点からの修正 

(b) 上記 2 b) で特定された種については、傾向をモニターし、現存する

情報及び関係調査をレビューすることとし、これには以下についての研

究を含むが、これらに限られない。 

(i) 生態学的関連種の生物資源学 

(ii) 生態学的関連種の資源に影響を与えている要因の特定 

(iii) 生態学的関連種がSBTの資源状態に与える影響の評価 

 

4. 調査の優先順位についての勧告及びそれらの調査の推定経費を含む、上記

２で特定された種及び問題に関するデータ収集計画及び調査計画について

勧告を提供すること。 

 

5. 生態学的関連種に対するSBT漁業の影響を最小化するための措置について

の助言を提供することとし、これには漁具及び操業の修正を含むが、これ

らの限られない。 

 

6. 生態学的関連種の保存と管理を促進する可能性のあるその他の措置につい

ての助言を提供すること。 

 

7. この付託事項をレビューし、適当な場合にはその改正を拡大委員会に勧告

すること。 



 

8. データの取扱い基準（付属文書 1）の規定に従って、ERS生態学的関連種

に関するデータ収集及び分析について、関係する専門家、科学者（拡大委

員会のメンバー条約の締約国、及びその他）及び政府間機関並びに非政府

機関と協力し、連絡をとること。 

 

9. 特定の問題に関する拡大委員会からの助言要請に答えること。 

 



生態学的関連種（ERS）作業部会 

付託事項 

 

付属文書 1 生態学的関連種（ERS）作業部会のためのデータの取扱い基準 

 

1. データ及び標本の収集 

a) ERSWG作業部会は、必要な情報についての勧告、並びに関連するデー

タ及び標本の収集方法についての助言を提供する。 

b) ERSのデータ及び標本の収集は、拡大科学委員会及び各国の関係する

当局のものと整合性のとれた、合意されたデータ収集プロトコールに

従わなければならない。 

c) ERSのデータ及び標本の収集は、船舶の安全及び順調な操業の障害と

なるような形で実施されてはならない。 

 

2. データ及び標本の管理 

a) ERSWG作業部会は、データの使用及び配布について、CCSBTの

「CCSBTによって収集されたデータの保護、アクセス及び伝達に関す
る手続規則」を順守厳格な秘密性を確保するための手続きを使用しな
ければならない。 

b) 別途合意しない限り、公海上で収集された標本は、旗国であるメンバ

ーにより保持されるものとする。そのような旗国は、他の興味を持つ

科学者によるERSの標本へのアクセスを容易にしなければならない。 

c) ERSWG作業部会の参加者は、ERSに関するデータ及び標本を共有する

ことにより、相互の作業を援助しなければならない。 

 

3. データ及び標本の分析 

拡大委員会に代わってのデータ及び標本の分析は、拡大委員会のメンバー

条約締約国の科学者及びERSWG作業部会が指定するその他の関係する専

門家により実施することができる。 

 

4. 分析結果の検討 

この基準により収集されたデータ及び標本を使用した分析結果は、データ

及び標本を提供した拡大委員会のメンバー締約国の同意なしには公表され

ない。 
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